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１．平成18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 12,846 11.7 556 ― 785 35.3

17年９月中間期 11,503 △6.8 4 △98.9 580 △26.0

18年３月期 24,200 720 1,667

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 554 135.4 27 27

17年９月中間期 235 △55.5 11 60

18年３月期 963 46 29

（注）①期中平均株式数
18年９月
中間期

20,338,052株
17年９月
中間期

20,300,403株
18年３月
期

20,305,216株 

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 20,674 14,595 70.6 717 14

17年９月中間期 19,996 13,586 68.0 669 20

18年３月期 21,401 14,310 66.9 704 33

（注）①期末発行済株式数
18年９月
中間期

20,352,609株
17年９月
中間期

20,302,975株
18年３月
期

20,317,409株

②期末自己株式数
18年９月
中間期

497,269株
17年９月
中間期

546,903株
18年３月
期

532,469株

２．平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　期 25,000 1,750 1,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  49円13銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

18年３月期 7.00 9.00 16.00

19年３月期（実績） 9.00 ―
18.00

19年３月期（予想） ― 9.00

（注）18年９月中間期末配当金の内訳　記念配当　― 円 ― 銭　特別配当　― 円 ― 銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の6ページを参照して下さい。
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６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）

前事業年度
要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金  2,221,301  1,440,869  2,229,263  

２　受取手形 ※５ 546,063  369,101  573,636  

３　売掛金  5,996,003  6,783,002  6,513,308  

４　たな卸資産  985,668  978,861  959,628  

５　未収入金  1,021,504  1,132,459  1,286,407  

６　繰延税金資産  143,914  132,134  139,452  

７　関係会社短期貸付金  1,076,096  1,553,322  1,068,958  

８　その他 ※２ 286,686  370,426  805,758  

９　貸倒引当金  △6,400  △8,600  △6,400  

流動資産合計  12,270,838 61.37 12,751,577 61.68 13,570,016 63.41

Ⅱ　固定資産        

(1) 有形固定資産 ※１       

１　建物  449,791  450,067  440,759  

２　機械及び装置  188,909  202,266  196,769  

３　工具器具備品  530,214  546,957  532,471  

４　その他  929,147  869,951  914,153  

有形固定資産合計  2,098,063 10.49 2,069,242 10.01 2,084,155 9.73

(2) 無形固定資産  418,359 2.09 492,354 2.38 459,269 2.15

(3) 投資その他の資産        

１　投資有価証券  1,929,475  2,077,935  2,138,564  

２　関係会社株式  2,954,102  2,974,444  2,954,102  

３　繰延税金資産  153,549  39,843  27,412  

４　その他  171,800  269,545  168,259  

投資その他の資産合
計

 5,208,927 26.05 5,361,768 25.93 5,288,338 24.71

固定資産合計  7,725,350 38.63 7,923,365 38.32 7,831,763 36.59

資産合計  19,996,189 100.00 20,674,942 100.00 21,401,779 100.00
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）

前事業年度
要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　支払手形  ※５ 2,684,711  2,732,941  3,059,336  

２　買掛金  1,921,912  1,187,398  1,980,034  

３　短期借入金  500,000  500,000  500,000  

４　未払法人税等  67,742  144,673  167,671  

５　賞与引当金  218,000  246,000  238,000  

６　その他  437,834  847,105  679,421  

流動負債合計  5,830,201 29.15 5,658,119 27.36 6,624,464 30.96

Ⅱ　固定負債        

１　退職給付引当金  162,104  ―  25,050  

２　役員退職慰労引当金  417,180  ―  442,110  

３　その他  ―  421,150  ―  

固定負債合計  579,284 2.90 421,150 2.04 467,160 2.18

負債合計  6,409,486 32.05 6,079,269 29.40 7,091,625 33.14

        

（資本の部）        

Ⅰ　資本金  3,996,269 19.99 ― ― 3,996,269 18.67

Ⅱ　資本剰余金        

１　資本準備金  3,981,928  ―  3,981,928  

資本剰余金合計  3,981,928 19.91 ― ― 3,981,928 18.61

Ⅲ　利益剰余金        

１　利益準備金  335,837  ―  335,837  

２　任意積立金  5,454,952  ―  5,454,952  

３　中間(当期)未処分利益  249,737  ―  829,511  

利益剰余金合計  6,040,526 30.21 ― ― 6,620,301 30.93

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

 247,643 1.24 ― ― 372,159 1.74

Ⅴ　自己株式  △679,665 △3.40 ― ― △660,504 △3.09

資本合計  13,586,702 67.95 ― ― 14,310,154 66.86

負債及び資本合計  19,996,189 100.00 ― ― 21,401,779 100.00
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）

前事業年度
要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金  ― ― 3,996,269 19.33 ― ―

２　資本剰余金        

　(1)　資本準備金  ―  3,981,928  ―  

　　資本剰余金合計  ― ― 3,981,928 19.26 ― ―

３　利益剰余金        

　(1)　利益準備金  ―  335,837  ―  

　(2)　その他剰余金        

　　　 特別償却準備金  ―  2,984  ―  

　　　 退職給与積立金  ―  83,000  ―  

　　　 固定資産圧縮積立金  ―  10,753  ―  

　　　 別途積立金  ―  5,970,000  ―  

　　　 繰越利益剰余金  ―  555,924  ―  

　　利益剰余金合計  ― ― 6,958,499 33.65 ― ―

４　自己株式  ― ― △617,972 △2.99 ― ―

株主資本合計  ― ― 14,318,724 69.25 ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価差
額金

 ― ― 276,949 1.35 ― ―

評価・換算差額等合
計

 ― ― 276,949 1.35 ― ―

純資産合計  ― ― 14,595,673 70.60 ― ―

負債及び純資産合計  ― ― 20,674,942 100.00 ― ―
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
要約損益計算書

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   11,503,694 100.00  12,846,343 100.00  24,200,689 100.00

Ⅱ　売上原価   9,853,256 85.65  10,416,818 81.09  20,069,140 82.93

売上総利益   1,650,437 14.35  2,429,525 18.91  4,131,548 17.07

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

  1,646,131 14.31  1,872,548 14.57  3,411,139 14.09

営業利益   4,306 0.04  556,976 4.34  720,409 2.98

Ⅳ　営業外収益 ※１  584,050 5.08  238,244 1.86  970,368 4.01

Ⅴ　営業外費用 ※２  7,945 0.07  9,635 0.08  23,168 0.10

経常利益   580,411 5.05  785,585 6.12  1,667,609 6.89

Ⅵ　特別利益 ※３  2,441 0.02  43 0.00  1,977 0.01

Ⅶ　特別損失
※４
※６

 83,677 0.73  ― ―  86,948 0.36

税引前中間(当期)
純利益

  499,175 4.34  785,629 6.12  1,582,639 6.54

法人税、住民税及
び事業税

 35,000   170,843   345,000   

過年度法人税等  145,000   ―   145,000   

法人税等調整額  83,631 263,631 2.29 60,207 231,050 1.80 128,805 618,805 2.56

中間(当期)純利益   235,543 2.05  554,578 4.32  963,833 3.98

前期繰越利益   16,271   ―   16,271  

自己株式処分差損   2,078   ―   8,479  

中間配当額   ―   ―   142,113  

中間(当期)未処分
利益

  249,737   ―   829,511  
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(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰
余金（注）

利益剰余金合
計

平成18年３月31日　残高

（千円）
3,996,269 3,981,928 335,837 6,284,464 6,620,301 △660,504 13,937,995

中間会計期間中の変動額

特別償却準備金の取崩し    ―    

固定資産圧縮積立金の取崩し    ―    

別途積立金の積立て    ―    

剰余金の配当    △182,856 △182,856  △182,856

役員賞与    △24,000 △24,000  △24,000

中間純利益    554,578 554,578  554,578

自己株式の取得      △346 △346

自己株式の処分    △9,523 △9,523 42,877 33,353

株主資本以外の項目の中間会計期間中

の変動額（純額）
       

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
― ― ― 338,197 338,197 42,531 380,729

平成18年９月30日　残高

（千円）
3,996,269 3,981,928 335,837 6,622,661 6,958,499 △617,972 14,318,724

評価・換算差
額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

平成18年３月31日　残高

（千円）
372,159 14,310,154

中間会計期間中の変動額

特別償却準備金の取崩し  ―

固定資産圧縮積立金の取崩し  ―

別途積立金の積立て  ―

剰余金の配当  △182,856

役員賞与  △24,000

中間純利益  554,578

自己株式の取得  △346

自己株式の処分  33,353

株主資本以外の項目の中間会計期間中

の変動額（純額）
△95,210 △95,210

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△95,210 285,518

平成18年９月30日　残高

（千円）
276,949 14,595,673
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 （注）　その他利益剰余金の内訳

特別償却準備
金

退職給与積立
金

固定資産圧縮
積立金

別途積立金
繰越利益剰余
金

その他利益剰
余金合計

平成18年３月31日　残高

（千円）
4,886 83,000 17,066 5,350,000 829,511 6,284,464

中間会計期間中の変動額

特別償却準備金の取崩し △1,901    1,901 ―

固定資産圧縮積立金の取崩し   △6,312  6,312 ―

別途積立金の積立て    620,000 △620,000 ―

剰余金の配当     △182,856 △182,856

役員賞与     △24,000 △24,000

中間純利益     554,578 554,578

自己株式の取得       

自己株式の処分     △9,523 △9,523

株主資本以外の項目の中間会計期間中

の変動額（純額）
      

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△1,901 ― △6,312 620,000 △273,587 338,197

平成18年９月30日　残高

（千円）
2,984 83,000 10,753 5,970,000 555,924 6,622,661
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１　資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2）たな卸資産

製品、仕掛品

総平均法（原価法）

(2）たな卸資産

製品、仕掛品

同左

(2）たな卸資産

製品、仕掛品

同左

２　固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　有形固定資産については、定率

法によっております。

(1）有形固定資産

　　　　　 同左

(1）有形固定資産

　　　　　 同左

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法によって

おります。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物 15～50年

機械及び装置 10年

工具器具備品 ２～５年

 

 

(2）無形固定資産（ソフトウェア）

　ソフトウェア（自社利用分）に

ついては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法

(2）無形固定資産（ソフトウェア）

同左

３　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、回収不能見込額を計上し

ております。

一般債権…貸倒実績率法

貸倒懸念債権及び破産更生債権

等…財務内容評価法

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員賞与の支給に充てるため、

支給見込額に基づき計上しており

ます。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

同左

－ 40 －



 
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職金の支給に充てる

ため、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額を

計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の（2年)による

定額法により按分した額を発生期

から費用処理しております。

 　  数理計算上の差異は、各期の

   発生時における従業員の平均残

   存勤務期間以内の一定の年数

　 （10年）による定額法により按

　 分した額をそれぞれ発生期から

　 費用処理しております。

 　（追加情報）

　　 厚生年金基金の代行部分につ

　 いて、平成17年４月１日に厚生

　 労働大臣から過去分返上の認可

　 を受け、平成17年８月４日に国

　 へ返還額（最低責任準備金）の

   納付を行いました。

     前事業年度末において「退職

　 給付会計に関する実務指針（中

   間報告）」（日本公認会計士協

   会会計制度委員会報告第13号)

   第47-2項に定める経過措置を適

   用した結果測定された返還相当

   額と実際返還額との差額30,237

　 千円を当中間会計期間に特別損

   失として計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職金の支給に充てる

ため、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額を

計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の（2年)による

定額法により按分した額を発生期

から費用処理しております。

 　  数理計算上の差異は、各期の

   発生時における従業員の平均残

   存勤務期間以内の一定の年数

　 （10年）による定額法により按

　 分した額をそれぞれ発生期から

　 費用処理しております。

 　

(3）退職給付引当金

　従業員の退職金の支給に充てる

ため、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当事業年度末において発

生していると認められる額を計上

しております。

　過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の（2年)による

定額法により按分した額を発生期

から費用処理しております。

 　  数理計算上の差異は、各期の

   発生時における従業員の平均残

   存勤務期間以内の一定の年数

　 （10年）による定額法により按

　 分した額をそれぞれ発生期から

　 費用処理しております。

 　（追加情報）

　　 厚生年金基金の代行部分につ

　 いて、平成17年４月１日に厚生

　 労働大臣から過去分返上の認可

　 を受け、平成17年８月４日に国

　 へ返還額（最低責任準備金）の

   納付を行いました。

     前事業年度末において「退職

　 給付会計に関する実務指針（中

   間報告）」（日本公認会計士協

   会会計制度委員会報告第13号)

   第47-2項に定める経過措置を適

   用した結果測定された返還相当

   額と実際返還額との差額30,237

　 千円を当事業年度に特別損失と

   して計上しております。

 (4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支出額を計上しております。

――――――

 

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支出

額を計上しております。

４　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

５　その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税は税抜方

式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左

(1）消費税等の会計処理

同左

 (2）法人税等の会計処理

　中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当期におい

て予定している利益処分による固

定資産圧縮積立金及び特別償却準

備金の積立または取崩を前提とし

て、当中間会計期間に係る金額を

計算しております。

――――――

 

――――――
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間から「固定資産の減損に係る

会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。

　これにより税引前中間純利益が25,000千円減

少しております。

　なお、減損損失累計額については、改正後の

中間財務諸表等規則に基づき当該各資産の金額

から直接控除しております。

　　　　　　　　―――――― 　（固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度から「固定資産の減損に係る会計

基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議会　平成14

年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会平成

15年10月31日　企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。

　これにより税引前当期純利益が25,000千円減

少しております。

　なお、減損損失累計額については、改正後の

財務諸表等規則に基づき当該各資産の金額から

直接控除しております。

　（ロイヤリティー収入の会計処理）

　ロイヤリティー収入については、従来、営業

外収益の「受取手数料」に計上しておりました

が、当該収入は主に当社の子会社への生産活動

の支援に対して発生し、当社の営業活動収入の

一部であり、また子会社の生産活動の海外シフ

ト化が進行したことにより今後ロイヤリティー

収入が増加することが見込まれることから、損

益区分をより適切にするため、当中間期より売

上高に含めて計上することに変更いたしました。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比

べ、売上高及び営業利益は102,182千円多く計

上されておりますが、経常利益及び税引前中間

純利益への影響はありません。

　　　　　　　　―――――― 　（ロイヤリティー収入の会計処理）

　ロイヤリティー収入については、従来、営業

外収益の「受取手数料」に計上しておりました

が、当該収入は主に当社の子会社への生産活動

の支援に対して発生し、当社の営業活動収入の

一部であり、また子会社の生産活動の海外シフ

ト化が進行したことにより今後ロイヤリティー

収入が増加することが見込まれることから、損

益区分をより適切にするため、当事業年度より

売上高に含めて計上することに変更いたしまし

た。この変更に伴い、従来の方法によった場合

に比べ、売上高及び営業利益は262,359千円多

く計上されておりますが、経常利益及び税引前

当期純利益への影響はありません。

 ――――――  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号平成17年12月９

日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は

14,595,673千円であります。

　なお、当中間会計期間における中間貸借対照表

の純資産の部については、中間財務諸表等規則の

改正に伴い、改正後の中間財務諸表等規則により

作成しております。

 ――――――
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末
（平成18年３月31日）

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額
 3,440,229千円

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額
3,709,016千円

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額
3,572,898千円

※２　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ流動資産のその他に含めて表示

しております。

※２　消費税等の取扱い

同左

※２　消費税等の取扱い　　　　

　――――――

３ 輸出為替手形割引高     3,560千円 ３ 輸出為替手形割引高 1,208千円 ３ 輸出為替手形割引高 1,951千円

　４　当社は運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行４行と貸出コミットメ

ント契約を締結しております。これら

の契約に基づく当中間会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりであります。

　４　当社は運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行４行と貸出コミットメ

ント契約を締結しております。これら

の契約に基づく当中間会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりであります。

　４　当社は運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行４行と貸出コミットメ

ント契約を締結しております。これら

の契約に基づく当期末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

貸出コミットメント

の総額
2,000,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 2,000,000千円

貸出コミットメント

の総額
2,000,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 2,000,000千円

貸出コミットメント

の総額
2,000,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 2,000,000千円

※５　中間期末日満期手形

――――――

※５　中間期末日満期手形

　中間期末日満期手形の会計処理につ

いては、当中間会計期間の末日は金融

機関の休日でしたが、満期日に決済が

行われたものとして処理しております。

当中間期末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。

※５　期末日満期手形

――――――

  

  

受取手形 35,496千円

支払手形 556,413千円
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　営業外収益の主なもの ※１　営業外収益の主なもの ※１　営業外収益の主なもの

受取利息      8,639千円

受取配当金        501,836千円

為替差益       52,822千円

受取利息 10,905千円

受取配当金 212,393千円

為替差益 497千円

受取利息 18,667千円

受取配当金 901,861千円

為替差益 24,051千円

※２　営業外費用の主なもの ※２　営業外費用の主なもの ※２　営業外費用の主なもの

支払利息   2,803千円 支払利息 2,917千円 支払利息 4,986千円

※３　特別利益の主なもの ※３　特別利益の主なもの ※３　特別利益の主なもの

貸倒引当金戻入額      800千円

固定資産売却益      1,641千円

固定資産売却益 43千円 固定資産売却益 1,969千円

※４　特別損失の主なもの ※４　　　　―――――― ※４　特別損失の主なもの

投資有価証券売却損     21,199千円

減損損失     25,000千円

年金代行部分返上損     30,237千円

投資有価証券売却損 21,350千円

減損損失 25,000千円

年金代行部分返上損 30,237千円

　５　減価償却実施額 　５　減価償却実施額 　５　減価償却実施額

有形固定資産 125,311千円

無形固定資産 ― 千円

有形固定資産 136,544千円

無形固定資産 53,905千円

有形固定資産 275,224千円

無形固定資産      47,376千円

※６　減損損失

　　当社は以下の資産について減損損失を計

　上しました。

用途 種類 場所
金額

（千円）

  遊休    土地 
 岐阜県

 可児郡 
 　25,000

　 （経緯）

　　 今後の利用計画も無く、投資額の回収が

   見込めないことから、上記遊休資産の帳簿

　 価額を回収可能価額まで減額し、25,000千

   円の減損損失を計上いたしました。

　 （グルーピングの方法）

　　 製品群別を基本とし、将来の使用が見込

　 まれていない遊休資産については個々の物

   件単位でグルーピングしております。

　 （回収可能価額の算定方法）

　　 正味売却価額によっており、固定資産税

   評価額をもとに処分費用見込額を控除して

　 算定しております。　

 ※６　　　　―――――― ※６　減損損失

　　当社は以下の資産について減損損失を計

　上しました。

用途 種類 場所
金額

（千円）

  遊休    土地 
 岐阜県

 可児郡 
 　25,000

　 （経緯）

　　 今後の利用計画も無く、投資額の回収が

   見込めないことから、上記遊休資産の帳簿

   価額を回収可能価額まで減額し、25,000千

   円の減損損失を計上いたしました。

　 （グルーピングの方法）

　　 製品群別を基本とし、将来の使用が見込

　 まれていない遊休資産については個々の物

   件単位でグルーピングしております。

　 （回収可能価額の算定方法）

　　 正味売却価額によっており、固定資産税

   評価額をもとに処分費用見込額を控除して

　 算定しております。　

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式（注）１、２ 532,469 300 35,500 497,269

合計 532,469 300 35,500 497,269

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

　　　 ２．普通株式の自己株式の株式数の減少は、新株予約権の行使による減少であります。
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（リース取引）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額

相当額

減価償却

累計額相

当額

中間期末

残高相当

額

 千円 千円 千円

機械及び

装置
392,651 191,194 201,457

工具器具

備品
370,515 197,590 172,925

ソフト

ウェア
171,778 48,309 123,469

合計 934,945 437,093 497,851

 
取得価額

相当額

減価償却

累計額相

当額

中間期末

残高相当

額

 千円 千円 千円

機械及び

装置
257,484 88,889 168,594

工具器具

備品
323,621 205,452 118,169

ソフト

ウェア
203,477 78,239 125,238

合計 784,582 372,580 412,001

 
取得価額

相当額

減価償却

累計額相

当額

期末残高

相当額

 千円 千円 千円

機械及び

装置
397,901 208,096 189,805

工具器具

備品
370,970 217,899 153,070

ソフト

ウェア
180,902 65,163 115,738

合計 949,774 491,159 458,614

②　未経過リース料中間期末残高相当額 ②　未経過リース料中間期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 147,158千円

１年超        357,606千円

合計        504,765千円

１年以内 140,359千円

１年超 279,112千円

合計 419,471千円

１年以内 141,861千円

１年超 323,905千円

合計 465,767千円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 84,195千円

減価償却費相当額 79,148千円

支払利息相当額 4,982千円

支払リース料 79,213千円

減価償却費相当額 74,836千円

支払利息相当額 4,656千円

支払リース料 166,676千円

減価償却費相当額 156,972千円

支払利息相当額 10,051千円

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については利息法によっ

ております。

・利息相当額の算定方法

同左

・利息相当額の算定方法

同左

（有価証券）

（前中間会計期間）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（当中間会計期間）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（前事業年度）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（１株当たり情報）

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額       669.20円 717.14円 704.33円

１株当たり中間(当期)純利益      11.60円           27.27円 46.29円

潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)純利益
11.58円      27.18円 46.21円

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 235,543 554,578 963,833

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
235,543 554,578 939,833

普通株主に帰属しない金額（千円） 　　　　　　　―            　 ― 24,000

　（うち利益処分による役員賞与金） （―） （―） （24,000）

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,300 20,338 20,305

中間（当期）純利益調整額（千円） 　　　　　　　―             ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益の算定に用いられた普通株式増加数

の主要な内訳（千株）

   

新株予約権 38 65 34

普通株式増加数（千株） 38 65 34

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要

新株予約権　

・株主総会の特別決議

日　平成12年６月29日

（新株予約権 1,165

個）

・株主総会の特別決議

日　平成13年６月28日

（新株予約権 1,525

個）

 ――――― 新株予約権　

・株主総会の特別決議

日　平成12年６月29日

（新株予約権 1,105

個）

・株主総会の特別決議

日　平成13年６月28日

（新株予約権 1,420

個）
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